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教員に求められる鮮異能測こ関するEこ-璃 境
涯 逓 誠 一1)
教育改革が論じられる時には,必ず教員の質0?向上が議論される｡
近年は,平成8年の中央教育審議会の答申を契機に,早速教育課程と同時に教員養成のあり方
についても審議会に諮問され,平成9年に教育職員養成審議会から第一次答申が公表され,平成
10年には教員免許法が改正された｡
免許法改正後,平成12年から13年にかけて,国立の教員養成系大学 ｡学部の在り方について議
論された懇談会でも,学部,大学院及び附属学校の在り方が中心の論題とされながらも,教職課
程の教育内容についても議論され,その中で,小学校あるいは中学校の教員に求められる資質能
力についても論じられた｡
平成10年に告示された新しい学習指導要領に対する ｢学力低下｣批判は,平成14年にピークに
達し,それと並行して教師の指導力に対する批判も高まる中で教員養成のあり方についての議論
は続けられた｡平成17年3月に,教育大学協会から,『教員養成･専門職大学院に関するプロジェ
クト報告書』が公表され,9月には,義務教育への国庫補助制度のあり方を中心課題とした中央
教育審議会から答申(『新しい義務教育をつくる』)が公表され,その中で教員の質や資質能力に
ついても言及されていた｡
本稿では,この10年間の教員養成に関する考えの動向 ･推移とその背景を中心に考察し,今教
員に求められている資質能力を明らかにし,それをもって教員養成の指針としたい｡
キーワード:マネジメント能力,コミュニケーション能力,学びの協働
Ⅰ.平成9年の教育職員養成審議会第一次答申に記さ
れている資質能力について
平成8年の中央教育審議会の答申を受けて,そこで
示された21世紀の学校教育の目的としての設定された
｢生きる力｣をはぐくむ教員に求められる具体的資質
能力として,以下のような資質能力が挙げられてい
る｡
今後特に求められる具体的資質能力として,
｢未来に生きる子どもたちを育てる教員には,まず,
地球や人類の在り方を自ら考えるとともに,培った幅
広い視野を教育活動に積極的に生かすことが求められ
る｡さらに,教員という職業自体が社会的に特に高い
人格 ･識見を求められる性質のものであることから,
教員は変化の時代を生きる社会人に必要な資質能力を
も十分に兼ね備えていなければならず,これらを前提
に,当然のこととして,教職に直接関わる多様な資質
能力を有することが必要と考える｡｣
1)教職研究総合センター
具体的な資質能力として,以下のことが挙げられて
いる｡
① 地球的視野に立って行動するための資質能力
･地球,国家,人間等に関する適切な理解
｡豊かな人間性
･国際社会で必要とされる基本的資質能力
② 変化の時代を生きる社会人に求められる資質能
力
･課題解決能力等に関するもの
例 :個性,感性,創造力,応用力,論理的思考
力,課題解決能力,継続的な自己教育力
｡人間関係に関わるもの
例 :社会性,対人関係能力,コミュニケーショ
ン能力,ネットワーキング能力
･社会の変化に適応するための知識及び技能
例 :自己表現力 (外国語のコミュニケーション
能力を含む.),メディア ｡リテラシー,塞
礎的なコンピュータ活用能力
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③ 教員の職務から必然的に求められる資質能力
･幼児 ･児童 ･生徒や教育の在り方に関する適切
な理解
｡教職に対する愛着,誇り,一体感,
｡教科指導,生徒指導等のための知識,技能及び
態度
例 :教職の意義や教員の役割に関する正確な知
識,子どもの個性や課題解決能力を生かす
能力,子どもを思いやり感情移入できるこ
と,カウンセリング ｡マインド,困難な事
態をうまく処理できる能力,地域 ｡家庭と
の円滑な関係を構築できる能力
上記のような資質 ｡能力が教員に求められる資質能
力として掲げられた背景には,平成8年の中教審の答
申が色濃く反映している｡つまり,21世紀は社会の変
化が激しい時代,特に,国際化,情報化が急速に進む
時代という歴史認識に立って,そのような時代を生き
抜く能力をもった人間,即ち,｢生きる力｣を子どもた
ちに身に付かせるには,教師自身が新しい時代を切り
拓いていく能力をもたなければ指導できないというこ
とである｡そのことが,最初の ｢地球的視野に立って
行動するための資質能力｣ と,次の ｢変化の時代を生
きる社会人に求められる資質能力｣ ということばによ
く表われている｡
この答申に従って,教員免許法では,｢総合演習｣や
｢情報処理｣が必修科目となった｡前者については,
平成10年に告示された学習指導要額で新設された ｢総
合的な学習｣の教材研究のための科目として設けられ
たと勘違いする大学が多かったようで,文部科学省教
職員課は平成17年度版の課程認定申請の手引書にその
新設の趣旨を1ページ割いて記載した程であった.後
者については,情報化に対応するために,メディア ｡
リテラシーや基礎的なコンピュータ活用能力を育成す
ることを目標とした科目として設けられた｡
また,不登校 ｡暴力 ｡いじめなどの問題行動に対応
できるように,生徒指導等のための態度として,カウ
ンセリング ｡マインドの酒養を挙げている｡このこと
で,｢教育相談｣が必修化された｡
この度の答申は,教員養成の教育課程に非常に大き
な変化をもたらした｡その変化は,教育実習を含む教
職科目の単位の増加と,その一方で教科専門科目の単
位を削減するというものである｡
この背景には,教育観の転換,それは同時に教師の
役割の見直しということがある｡つまり,平成8年の
中教審答申では,｢生きる力｣をはぐくむことがこれか
らの教育の目標と定められた｡その一方で,従来重視
されてきた知識を教える教育は批判的に記されてい
た｡
平成8年の中教審答申では,知識や教育について次
のように記していた｡
｢今日の変化の激しい社会にあって,いわゆる知識
の陳腐化が早まり,学校時代に獲得した知識を大事に
保持していれば済むということはもはや許されず,不
断にリフレッシュすることが求められるようになって
いる｡｣
また,教育について,上のような知識観から,これ
からの学校教育の在り方として,｢〔生きる力〕を基本
とし,知識を一方的に教え込むことになりがちであっ
た教育から,子供たちが,自ら学び,自ら考える教育
への転換を目指す｡｣と,いうように教育観を転換し
た｡そして,｢教育は,子供たちの ｢自分さがしの旅｣
を扶ける営みとも言える｡｣とも記している｡
このような,知識観,教育観の変化が,これからの
教員に求められる資質能力として前述のように記され
た教育職員養成審議会答申が出される背景になってい
た｡
この教養審答申に基づき,平成10年に教員免許法が
改正されたが,その効果について検証する暇もなく,
教員養成の教育課程の編成のあり方についての議論が
展開される事態が訪れた｡
Ⅱ.平成13年公表の国立の教員養成系大学 ｡学部の在
り方に関する懇談会報告書に記されている資質能力
について
この懇談会の主たる課題は,教員養成を主たる目的
に設置された国立の大学 ｡学部の学生定員を削減する
ことに際して,それらの統合を含めての再編のあり方
を検討することであった｡
その課題を検討する際,学生定員の削減が教員数の
削減に連動し,さらには教員構成が教職課程のカリ
キュラムにも関係することで,改めてカリキュラムと
教育目標,即ち,目標とする教員像が問われることに
なった｡
その報告書で,学部教育で身に付けさせるべき資質
としては,以下のように記されていた｡
① 先の教員養成審議会の第一次答申に述べられて
いることを踏襲する｡
② 学校現場には,社会や学校を取り巻く大きな変
化の中で,次のような様々な課題が山積している
ので,これに対する教員の役割が大きくなってい
る｡
｡自ら学び考える力など ｢生きる力｣の育成
･総合的な学習の時間,｢ゆとり｣の中での特色あ
る教育,心の教育の推進
･情報教育,環境教育,国際理解教育の推進
･いわゆる活字離れ,理数科離れと指摘される状
況への対応
･いじめ,不登校,いわゆる学級崩壊への対応,
カウンセリング ･マインドの育成
③ 特に,教員養成学部では,先の教養番に示され
た ｢採用当初から学級や教科を担任しつつ,教科
指導,生徒指導等の職務を著しい支障が生じるこ
となく実践できる資質能力｣という基本的な資質
能力はもちろん,学校現場の様々な課題に取り組
んでいくことのできる力量ある教員の養成
以上のように,上記の資質能力は,基本的には平成
10年の教養審答申のものを踏襲している｡この度の報
告書が公表されたのが,免許法が改正されてからまだ
時間が経っていないこともあって,内容に違いが出て
こないのは止むを得ないことである｡
上に記された学校現場の課題は,平成8年の中教審
の答申に記された課題であり,また,平成10年告示の
学習指導要衝に規定された教育内容でもある｡従っ
て,新しい学習指導要額をしっかり指導できるような
資質能力が教員に求められたということである｡
特に,小学校教員養成の場合,新しい教育課題の ｢情
報教育や環境教育,国際理解教育,カウンセリング ･
マインドに関する分野などをピークとして構築してい
くことも考えられる｡｣ というような提案も記されて
いる｡
また,この報告書の主張の一つは,教科専門科目担
当教員とその教育内容についての苦言である｡教科専
門科目担当教員について,｢学校現場で教科を教える
ための実力を身に付けさせるためにはどうすべきかと
いう,教員養成独自の目的に沿って教科専門の立場か
ら取り組むことが求められる｡それは,教員養成学部
固有の教育研究分野である｡今後,教科専門科目担当
教員には,そのような教員養成学部独自の専門分野の
確立に向けて努力することが求められる｡｣ と記され
ていた｡
因みに,筆者は,平成17年11月にヘルシンキ大学の
教員養成学科を訪問する機会があり,その時に理科の
教科専門担当教員に,研究の対象は科学 (Science)
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ですかそれとも教科 (Subject)ですかと尋ねたとこ
ろ,彼は教科ですと答えた｡このような姿勢もフィン
ランドの学力の高さの一因になっているかもしれない
と思った｡
Ⅲ.教育大学協会のプロジェクト委員会が考える資質
能力について
平成10年に改正された教員免許法は,11年度から施
行され,それに合わせて教員養成する大学側も,教職
課程のカリキュラムを改正していった｡その過程で,各
大学は,｢国立の教員養成大学 ･学部の在り方に関する
懇談会報告｣にも指摘されたこともあって,カリキュ
ラムのあり方について研究しつつ,改正していった｡
また,同時に現行の教員養成系の大学院教育研究科
のあり方についても,厳しい批判があったこともあっ
て,その改組が検討され始めた｡その改組の方向とし
て,専門職大学院の構想が持ち上がった｡
そのような状況の下で,教育大学協会は,平成16年
5月に教員養成分野における専門職大学院のあり方に
ついてのプロジェクトが設けられ,平成17年3月にそ
の報告書 (｢教員養成･専門職大学院に関するプロジェ
クト報告書｣)が公表された｡
そこに報告されている,教員に求められる資質能力
についての2･3の委員の代表的な見解を先ず紹介す
ることにする｡
先ず最初に,本プロジェクトの委員長の茨城大学の
菊池龍三郎の考える教師に期待される専門的能力につ
いて紹介する｡
① ｢コミュニケーション能力｣,｢探究 ･構成 ･表
現 ･省察する能力｣,｢教師と児童 ･生徒の協働の
営みとして学習を組織し改善する能力｣,｢組織マ
ネジメント能力｣
② ｢教材分析力｣,｢教室対応力｣,｢臨床力｣,補足
的力量として ｢(学校の)組織認識力｣,｢(歴史的･
国際的)展開力｣
③ ｢教科指導力｣,｢生徒指導力 (カウンセリング･
マインド)｣,｢地域や保護者との連携能力｣,｢情報
活用能力｣,｢組織運営能力｣,｢危機管理能力｣
次に,福井大学の寺岡英男は,OECDのPISA調査の
｢学力｣観,即ち,生徒が将来の生活に関係する課題
について知識や技能を活用する能力が,これからの学
校で身につけるべき能力の世界的潮流になりつつある
状況を踏まえて,そのような能力をはぐくむ教師に求
められる指導力として,以下のような能力を挙げてい
る｡
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① 探究,構成,表現,省察する能力
② コミュニケーション能力
③ 実践のコミュニティとそれを支える開かれた学
習の組織化,そしてそれらを改善 ･変革していく
能力
福岡教育大学の高梨芳郎は,教職大学院で養成する
教員像を,｢学校現場での現代的課題を解決できる教
師｣ と ｢自律的で反省的な思考が可能な教師｣と2点
から,次のような資質能力をあげている｡
前者については,学校管理,マネジメント,カリ
キュラム開発,カウンセラーなどの特定の専門技能と
児童 ･生徒への心の教育や教材開発などの共通の基礎
的能力,及び,行政,保護者の要求など社会での問題
を実際的に考え,具体的な場で実行できる能力,後者
については,自律性と自ら指導を省みて,評価 ｡計
画 ･実践を工夫する態度 ｡能力を挙げている｡
以上3人の教育目標としての教師像には,多くの共
通点があるが,その一方で,前述の平成9年の教養番
の答申や13年の ｢国立の教員養成大学 ･学部の在り方
に関する懇談会報告｣に記された教師像と異なる点が
多々認められる｡
先ず,プロジェクトに参加した3人に共通に認めら
れる点は,マネジメントやカリキュラム開発,及び,
コミュニケーションに関する能力である.これらの能
力の内,特に前2着の資質能力は,近年新しく教師に
求められているものである｡
この変化の背景にどのような事情があるのであろう
か｡その事情の一つに,学習指導要領の ｢基準性｣ に
ついての文部科学省の考え方の変化がある｡文部科学
省は,従来学習指導要領は法的拘束力があると説明
し,そこに記載していない内容を指導すること認めて
こなかった｡ところが,平成10年告示の学習指導要領
の ｢総合的な学習の時間｣ の指導内容については,国
際理解,情報,環境,福祉 ･健康の4分野を例示する
だけで,それらについて詳細に記載していなかった｡
それらの内容については,各学校の裁量に委ねるとま
で明言した｡教育課程の編成についての規制を若干緩
和したということである｡この方針は,平成15年の学
習指導要領の一部改正でさらに進められた｡つまり,
理科や数学などの教科指導において,｢発展的な学習｣
や ｢補充的な学習｣が指導できることが学習指導要領
に明記された｡
このような学習指導要領の ｢基準性｣の変更は,自
ずと教師に教育課程を開発する能力を要求することに
なる｡実際,教師たちは,｢総合的な学習｣として扱う
国際理解,情報,環境,福祉 ･健康についての指導内
容の構成に大変苦労しているようである｡既存の教科
の教科書に記載されている上記4分野の内容を単に寄
せ集めて指導すれば,｢総合的な学習｣の設置趣旨の目
的を達成したことにならないのであるから｡
マネジメントの能力については,従来は校長 ｡教頭
などの管理職に求められる学校経営の能力と見徹され
ていたが,今日では一般教員も身につけなければなら
ない能力といっても過言ではない｡学級担任として学
級経営を初め,学校行事や生徒会活動,及び部活動な
どの児童生徒が集団活動する場面では,一人ひとりの
個性を生かし,それを最大限に伸長させることが求め
られているので,集団をマネジメントする能力が不可
欠となっている｡また,昨今では,マネジメントの対
象は,教員や児童生徒という人だけでなく,カリキュ
ラムもその対象と考えるようになっている｡それは,
教育活動においては教育内容 ｡学習者 ･教師が相互に
不可分に関係しているので,ごく自然の成り行きであ
る｡
コミュニケーションの能力については,単なる会話
能力というものとしてではなく,平成10年の教養審答
申から,変化の時代を生きる社会人に求められる資質
能力,とりわけ,人間関係に関わる能力として,社会
性 ｡対人関係能力という面から求められるようになっ
た｡このように考えるようになった流れは,平成17年
10月に公表された中教審答申 (『新しい義務教育を創
造する』)で,はっきりと確認できる｡そのことを確認
する意味で,その中教審答申に記載されている教員に
求められる資質能力について先ず明らかにし,最後に
今何故教員にコミュニケーションの能力が求められる
ようになったか,その背景を考察することにする｡
Ⅳ.平成17年10月公表の中央教育審議会答申について
この時の中教審の最大の課題は,行財政の三位一体
改革の対象とされた義務教育の国庫負担制度の見直し
に対して,理論構築することであった｡
その論議の過程で,義務教育における教員の役割の
重要性に鑑み,また,世論の教員に対する厳しい評価
もあって,教員の質,教員養成の問題も審議の姐上に
あがった｡
中教審は,その答申で,｢人間は教育によってつくら
れるといわれるが,その教育の成否は教師にかかって
いると言っても過言ではない｡国民が求める学校教育
を実現するためには,子どもたちや保護者はもとより
広く社会から尊敬され,信頼される質の高い教師を養
成 ･確保することが不可欠である｡｣と記し,｢優れた
教師｣の条件として,以下のような要素を挙げている｡
(∋ 教職に対する強い情熱
教師の仕事に対する使命感や誇り,子どもに対する
愛情や責任感などである｡また,教師は,変化の著し
い社会や学校,子どもたちに適切に対応するため,常
に学び続ける向上心を持つことも大切である｡
(診 教育の専門家としての確かな力量
｢教師は授業で勝負する｣と言われるように,この力
量が ｢教育のプロ｣たる所以である｡この力量は,具
体的には,子ども理解力,児童 ･生徒指導九 集団指
導の力,学級作りの力,学習指導 ･授業作りの力,教
材解釈の力などからなるもと言える｡
③ 総合的な人間力
教師には,子どもたちの人格形成に関わる者とし
て,豊かな人間性や社会性,常識と教養,礼儀作法を
はじめ対人関係能力,コミュニケーション能力などの
人格的資質を備えていること,また,教師は,他の教
師や事務職員,栄養職員など,教職員全体と同僚とし
て協力していくことが大切である｡
この度の答申で注目すべき点は,先にも触れたよう
にコミュニケーション能力を ｢総合的な人間力｣とし
て位置付けていることであり,また,従来当然のこと
として考えられていた,｢教職員全体と同僚として協
力していくこと｣が明記されたことである｡
結 び
ここで,コミュニケーション能力が,単なる会話能
力としてではなく,人格的能力として認知されるよう
になった背景について考えてみる｡
第-に,先にも記した教育観の転換がある｡知識を
教える教育では,学習者の精神的な状態を強く意識せ
ず,一方的に知識を繰り返し教授すればある程度の効
果が得られるが,学習を ｢扶ける｣教育では,コミュ
ニケーションは学習者との人間関係を築き,学習者の
学習意欲を喚起する上で非常に重要な役割を果たすこ
とになる｡
第二に,｢開かれた学校｣として,学校,教師は保護
者,地域に自己の教育活動を積極的に説明することが
求められるようになったことである｡
学校週五日制が実施されて以降,子育ては家庭,地
域社会,学校が連携して行われることが必要になっ
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た.その連携は,相互のコミュニケーションの成否が
鍵である｡その鍵を握っているのが,学校の教師であ
るといえる｡その点からも,教師はコミュニケーショ
ン能力が求められるようになった｡昨今の教員採用試
験の面接試験にPTAの役員が立ち会うようになって
いるのも,その能力を測るねらいがあると思われる｡
第三の理由は,前述の ｢教職員と同僚として協力し
ていく｣資質能力に関連している｡今や,学校は,｢総
合的な学習の時間｣が新設されて国際理解,環境,情
報,福祉 ･健康という新しい指導内容が加えられ,不
登校,いじめ,暴力という問題行動が生徒指導上の課
題として突きつけられ,さらに,LD,ADHD,自閉
症という障害をもつ児童生徒も抱えている｡
このような難しい課題は,今や教師の個人的な努力
では解決できなくなっている｡学校は,教師集団が組
織的に動かないと,上記の問題には対応できなくなっ
ている｡組織的に学校が動くためには,教員相互が学
校の教育目標について共通理解し,その目標達成のた
めに協力して行動することが不可欠である｡この目標
の共通理解と目標達成に向けての意志統一には,コ
ミュニケーションが不可欠である｡
既に,平成10年の教養審答申にも,｢すべて教員が一
律にこれら多様な資質能力を高度に身に付けることを
期待しても,それは現実的ではない｡むしろ学校で
は,多様な資質能力を持つ個性豊かな人材によって構
成される教員集団が連携 ･協働することにより,学校
という組織全体として充実した教育活動を展開すべき
ものと考える｡｣と記していたように,学校は先ずもっ
て教員の協働体として経営されるべきものである｡
そもそも,中教審の答申に,自明と考えられてきた
ことが,｢教職員全体と同僚として協力していくこと
が大切である｡｣と記されたところに,現在の学校の根
源的な問題がある｡かっては,学校は児童生徒を育て
るだけでなく,若手教員も育てるキャリア ･アップの
場でもあった｡今,専門職大学院として教職大学院が
構想されているが,かっての学校がもっていた同僚教
員に対する教育機能が復活さえすれば,教職大学院に
期待される教育機能のかなりの部分は果たせると思わ
れる｡
因みに,ヘルシンキ大学のホームページから,教員
養成において,｢教職性 (teachership)｣として,｢協
働作業文化 (colectiveWorkingculture)｣の意識化
を重視していることが窺われる｡授業の場では,各教
員が一人ひとり責任をもって行っていたが,子ども一
人ひとりに対しては教員が連携して学校全体で責任を
28 渡遮 :教員に求められる資質能力に関する一考察
負っているという印象を受けた｡そのことは,特別支
援教育において顕著である｡一人の障害児に対して,
校長,副校長,特別支援教諭,カウンセラー,学校看
護師,ソーシャル ･ワーカー,学校心理士の複数の教
職員が関わる態勢をとっていた｡
以上のことから,学校が,子どもの学びをはぐくむ
協働体,即ち,そこには子どもが学習の主体 ｡中心に
いて,その周りに教員 ｡保護者 ･地域住民 ･行政関係
者が相互に連携する協働体であること,従ってそこに
は相互のコミュニケーションがなければ機能しないと
いうことが理解できる｡
今や,教員が身に付けなければならない資質能力と
して,コミュニケーション能力が最も重要な資質能力
の一つといえる｡しかし,現在の青少年にその能力を
育成するのは,難しくなっている｡その能力は,今や
社会性 ･人格的能力として見倣されているように,
パーソナリティの一部ともいえるものなので,一朝一
夕には身に付かないものである.つまり,そのパーソ
ナリティ形成は経験が大きく影響するものであるか
ら｡携帯電話が普及したことで,会話も人間関係も淡
白になっている状況の下で,対立する他者と相互に理
解しあえるようになるまでのコミュニケーション能力
を身に付けることは難しいであろう｡しかし,難しい
からといって,諦めてはいけないことはいうまでもな
い｡
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